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羽.結論
I.序論
1998年夏， ドイツに遊学したさいに，マンハイム大学のガウグラー CGaugler，
Eduard)教授の紹介で，カッセルにある「パートナーシャフト協会J(AGP 
Arbeitsgemeinschaft zur Forderung der Partnerschaft in der Wirtschaft e.VJの本
部を訪問することができた。パートナーシャフト関連の文献はカッセル大学に保管
しであるというので，マンハイムから 3回ほど出かけて文献の収集を行った。 9月
8日，同協会の理事で事務局長のレチウス (Lezius，Hans Michael)氏にお目にか
かることができた。
この対談の中で最も印象に残っているのは， iパートナーシャフト運動はもうす
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でに50年に及ぶ歴史をもち，何らかの形でパートナーシャフト経営を導入してきた
企業は2000杜を下らないだろうjというレチウス氏の言葉であった。
この中には，パートナーシャフト経営を試みの段階以上には進めることのできな
かった企業もあろうし，シュピンドラ一社 (Paul-Spindler-W erk)のように，先駆
的模範を示しながらも，何らかの事情で企業それ自体の存続を維持することができ
ず消え去ってしまった企業も含まれているであろう。しかし他方，その中には，な
お半世紀以上にわたって連綿とパートナーシャフト経営を維持・発展させてきた企
業も多くあるであろう。このとき強く思ったのは，そのような企業を一度研究して
みたいということであった。
かなり多くの文献資料を集めながらもこの課題は放置されたままであったが，ょ
うやくそれに取り組める環境が整ってきた。どの企業から手をつけるか迷うところ
もあったが，すでに以前から念頭に置かれていた企業があった。それが本稿で取り
上げるゼドゥス・シュトル杜 (SedusStoll AG)のパートナーシャフト経営である。
それほど多くの文献に恵まれているわけで、はないが，以下その概要を描いてみたい。
1I.ゼドゥス・シュトル社の生成と発展
ゼドゥス・シュトル社の歴史は古い。 130年という長い歴史をもっている。伝統
的に椅子を製造・販売する企業であった。
1871年，スイスとの国境に近いヴァルツフート (Waldshut)の地に生まれた。
創設者は，アJレベルト・シュトル一世 (AlbertStoll 1)であった。“ウィーン風椅
子"といわれる，曲げた木材を使った椅子を製作するもので，はじめはもっぱら手
作業によって生産が行われていた。社名は， Iアルベルト・シュトル合資会社」
(Albert Stoll GmbH & Co. KG)であった。
ヴァルツブートは，ライン川の上流，シュヴァルツヴアルト(黒い森)の南端に
位置する街で， ドイツのフライブルクよりもむしろスイスのパーゼルやチューリッ
ヒに近い。現在では人口16万人ほどで，景観に恵まれ，毎年40万人のツーリストが
訪れている。昔からこの地方では産業活動の盛んなところであった。今日では，繊
維・化学，金属加工，機械・自動車製造，木材加工など広い分野で産業活動が展開
されている。中小規模の企業が多いものの，ゼドゥス・シュトル社のように従業員
数が1000人を超える企業もある。
1905年，アルベルト・シュトル二世(AlbertStoll 1)が会社を相続した。彼は，
アメリカに留学して木材加工と椅子製造について新しい技術を習得し，これを利用
ゼドゥス・シュトル社のパートナーシャフト経営 3 
して事務用回転椅子の開発に取り組んだ。 1925年，ヨーロッパではじめて，座部に
スプリングを使った回転椅子の製造に成功した。 1930年には回転ローラーによって
高さを調節できる回転椅子を開発した。アルベルト・シュトル二世が示した研究開
発へのたゆみない意欲は，ゼドゥス・シュトル社の遺伝子となって，後々まで受け
継がれていく。
1937年，父の死後，息子のクリストフ・シュトル (ChristofStoll)が会社の経営
陣に加わった。クリストフは，ハイデルベルク大学で経済学を専攻して，父の事業
の相続に備えていた。第2次大戦後， 1958年に至って最終的に単独の経営権を手中
にした。社名も「クリストフ・シュトル合資会社J(ChristofStoll GmbH & Co. KG) 
に改められた。 1985年に「シュトル・ヴイタ財団J(Stol VITA Stiftung)が設立さ
れるまでのおよそ40年間，妻のエンマ (EmmaStoll)とともにシュトル社を大きく
発展させていく O
1960年代から70年代にかけて，クリストフ・シュトル社は， Iダイナミック椅子」
Cdynamischer Sitz)というコンセプトのもとで「ゼドゥス・シュトルJCSedus-
Stoll)を商標とするオフィス用椅子の開発に取り組んだ。それは，人間の身体の
動きに柔軟に適応し，座り心地がよく，常に健全な座り姿勢を可能にしてくれる椅
子であった。このような椅子の開発のために，シュトル社では，すでに早い段階か
ら技術者だけではなく，医学者と労働科学者を研究開発に参加させていた。当時は
まだ「エルゴノミーJ(Ergonomie人間工学)ということばは語られていなかった
が，同社ではすでにその思想を先取りして，椅子に座って仕事をする人間と椅子・
机・脚支えとの聞の相互関係について，健康の観点から総合的な研究を行い，それ
を次々と製品開発に結びつけていった。
1971年，ヨーロッパで最大かつ最先端の，回転椅子研究所を創設した。今日，こ
こでは30人の従業員が研究・開発に携わっており，すでに多くの特許も取得されて
いる。
シュトル社のオフィス用椅子に対する需要は， ドイツ圏内のみならず世界市場へ
拡大し， 60年代にはわずか5%であった輸出割合も80年代には40-50%へと飛躍的
に伸びていく。ヨーロッパ市場はもとより，中近東，東アジア，南アフリカ，北ア
メリカへ市場を拡大していく。フランス，オーストリア，イタリア，イギリス，ス
イスには輸出代理屈を開設し，販売のみならず製品の最終組立も担当させている。
ドイツ北部での市場開拓をめざして， 1983年にはルール地方のシュブロックヘー
ヴェル (Sprockhovel)に分工場を建設した。また， 1986年には，急速に拡大する
需要に応えるために，ヴァルツフートの隣のドーゲルン (Dogern)村に新しく分工
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場を建設した。そこではおよそ400人の従業員が毎年30万台以上のオフィス用椅子
を生産している。現在ではゼドゥス製品の品目は大きく広がり，オフィス用椅子か
ら会議・研修会用家具，その他多様な目的に応じた家具類にまで及んでいる。
シュトル社の売上高を見ると， 1960/61年では 5，296，000DMであったが，
1970/71年には 25，033，000DMとなり， 10年間で472%も増大している。そして， 20 
年後の1989年には 107Mio. DMに達し，その増加率は428%である。さらに2004年
には，この聞に企業形態に大きな変化があるが，売上高は 130.1Mio. Euroとなり，
従業員数はおよそ1000人になっている。第2次大戦後，この半世紀ばかりの聞にシ
ュトル社は飛躍的な成長を遂げてきたといえるだろう。
2002年，シュトル社は，事務用家具品メーカーのゲジカ有限会社 (Gesika
Buromobe1werk GmbH)と合併し，傘下にゼドゥス・シュトル株式会社とゲジカ有
限会社を抱えるゼドゥス・シュトル・コンツェルン (SedusStoll Konzern)を形成
している。
il. シュトル・ヴ、ィタ財団の設立
シュトル社は，創設以来，合資会社として活動してきたが， 1985年に大きな変化
が現われた。シュトル・ヴイタ財団 (StollVITA Stiftung)が設立されたのである。
1980年代に入って，クリストフ/エンマ夫妻は，これまで追求してきた企業哲学
の継続性が経営執行部の交代や所有関係の変化によって大きく損なわれるのではな
いか，と危倶をもつようになった。
シュトル社の企業哲学は以下の三点に総括される。
1)人間の健康の損傷と自然に対する乱用を少なくする。
2)従業員およびゼドゥス製品利用者の精神的・肉体的健康を増進する。
3)職場の創出と維持のために資本形成を促進する。
このような企業哲学の追求がきわめて有効に行われてきたことは，シュトル社の
発展そのものが明瞭に語っているが，シュトル夫妻は，その継続性をさらに高める
ために財団を設立することを決意した。
ここにいう財団 (Stiftung)は，一般の公法的な財団ではなく，私法上の財団で
あるが，基本的には公益的な目的を追求するものであって，それ自体として直接に
企業活動を行うことはできない。しかし，一定の範囲で特定の企業に出資すること
は法的に認められている。ドイツでは私企業を母体に「カール・ツアイス財団」ゃ
「アルフレート・クルップ財団」といった「産業財団J(Industriestiftung)が設立
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されてきた。シュトル夫妻もこれに倣って財団を設立しようとした。
1985年に「シュトル・ヴイタ財団」を設立して，この財団が100%出資の「ゼデ
イア・シュトル有限会社J(8edia 8to11 GmbH)を創設し，このゼデイア・シュト
ル有限会社が既設のクリストフ・シュトル合資会社に50%出資しているという形に
したのである。ゼデイア・シュトル有限会社の単独社員は財団であるから，結局，
この財団がクリストフ・シュトル合資会社の無限責任社員ということになる。
1987年3月，シュトル夫妻は，ゼデイア・シュトル有限会社の持分(クリスト
フ・シュトル合資会社の資本金の50%)をすべてシュトル・ヴィタ財団に委託した。
こうして企業哲学の継続性を財団によって維持するとともに，他方で，経営執行部
の交代に関わりなく所有者として企業哲学の実現に関わっていく道を確保しようと
したのである。
1995年，クリストフ・シュトル合資会社は「ゼドゥス・シュトル株式会社」
(8edus 8to11 Aktiengese11schaft)に変更されるが，財団の位置づけは変わっていな
し、。
レチウス/ベイヤーは， rシュトル夫妻は，シュトル・ヴイタ財団の設立をもって，
彼らの企業者的活動と社会政策的活動を統合し，これを明瞭に確定したJと評価し
ている。
クリストフ・シュトルは，パートナーシャフト経営の実践においてパイオニアー
であっただけではなく，健康とエコロジーの問題においてもパイオニアーであった。
早くも1950年代からこの問題に取組み，エンマ夫人も熱心な開拓者となった。
エンマ夫人がとくに取り組んだことに，社内食堂に供給される食料品の健全化の
問題があった。加工食品を排除してできるだけ自然食品を用いることを方針にして
きたが，従業員数の増大に伴って外部から調達することが次第に難しくなって，
1970年代の末には必要な食品を工場敷地内で栽培するようになった。社内食堂で用
いられる食品についてのエンマ夫人の努力は， 1976年「国民の健康分野における特
別の創意Jが評価され， rゲオルグ・ミハエル・プアッフ・メダルJ(Georg-
Michael-pfa隼Medael)を授与された。またエンマ夫人およびシュトル社の試みは，
『ゼドゥス杜の台所の健康かつ栄養満点食料JlCGesunde Vollwertkostαus Sedus-
Kuche)という本になってシュトル財団から出版されている。
シュトル・ヴィタ財団の目的は以下に置かれている。
1)科学的研究の促進
2)公的な健康促進
3) とくに①環境・自然保護，②景観保全，③動物飼育および植物栽培の領域
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における教育の促進
そして，財団活動の重点項目としては以下のことがあげられている。
1)健康な栄養・生活様式の促進
2 )エコロジー的農業・園芸の促進
3 )健康な環境・生活条件の維持
4)全体論的医学(Ganzheitsmedizin)の促進
シュトル・ヴイタ財団の財産は，以前はクリストフ・シュトル合資会社の持分で
あったが，現在ではゼドゥス・シュトル株式会社の株式であり，その株式配当が財
団の活動を財政的に支えている。
シュトル夫妻は，同財団の理事会メンバーとして，財団の公益的目的を追求する
とともに，ゼデイア・シュトル有限会社の所有者としてその執行部の任命・解任に
当たってきた。クリストフ・シュトル合資会社の時代には無限責任社員として業務
執行の責任を担っていたが，株式会社化以後は最大株主として大きな発言力を維持
している。このように企業者的活動と公益的活動が制度的に，しかも同一人格にお
いて結合された例は， ドイツではほとんど見られない。
シュトル・ヴイタ財団設立の基礎には，伝統的に築かれてきた企業哲学，企業文
化がある。それが企業の発展とどう結びついてきたかについては，節を改めて考察
することにしよう。
N.ゼドゥス・シュトル社のパートナーシャフト経営
ここでは，いわゆる経営的パートナーシャフト (betrieblichePartnerschaft)を
パートナーシャフト経営と称している。ネル・ブロイニングは，経営的パートナー
シャフトのタイプを大きく「経営成果参加J(Ergebnisbeteiligung) と「共同企業
者J(Mitunternehmertum)に分類している。他方，エッスナー/フアルトゥルハ
ウザーは，パートナーシャフトということばを使わないで，これを「従業員参加」
(Mitarbeiter-Beteiligung) として， r精神的参加J(ideel1e Beteiligung) と「物的参
加J(materielle Beteiligung)に区分している。後者の物的参加はさらに大きく
「経営成果参加」と「資本参加J(Kapitalbeteiligung)に分類される。ここで取り
上げるシュトル社のパートナーシャフトは，ネル・ブロイニングの「経営成果参加」
の範曙に入るとともに，エッスナー/フアルトゥルハウザーのいう「経営成果参加」
と「資本参加」を合わせもっているものである。
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1 .経堂成果参加
クリストフ・シュトルは，第2次大戦後いち早くパートナーシャフト経営の実践
に取組み， 1952年にはすでに従業員の経営成果参加制度を導入している。その後，
1970年と1982年に部分的な修正が行われるが，定款の基本的部分には当初の構想が
そのまま維持されている。
まず，企業の成功は，以下の三つの要素によって支えられている。
1)企業者の活動と危険負担 (Risiko)
2)経営構成員の身体的・精神的労働
3 )現在の経営・設備資産，つまり投下された資本
したがって 1年間に生み出され経営成果はまずこの三つの要素に分配されなけ
ればならない。すなわち これら三つの要素が経営成果に対して請求権を有するこ
とになる。その分配形態は以下のようである。
1)企業で活動する共同出資者 (Gesellschafter)，すなわち企業者に対する相
応、な報酬支払い
2 )協定された賃金・給与表による従業員への報酬支払い
3 )経営に必要な資本に対する利子支払い
この三者に経営成果の分配が行われて，なお残余が生じた場合，これを「純利潤」
(Reingewinn) とする。これは， I企業者(事業経営に携わる共同出資者)と従業員
との有効かつ成果ある協働の結果jとして理解される。そして，この純利潤は，両
者の聞で均等に分配される。
純利潤の半分は従業員側に分配されるが，これはどのように利用されるのか。ま
ず，シュトル社には福利厚生施策のひとつとして「扶助金庫J(Fursorgekasse)が
あり，毎年，この純利潤の中から一定額がこの扶助金庫に振り込まれる。扶助金庫
は，経済的に困窮した従業員を助けるとともに，追加的な老齢年金として利用され
る。
さらに残った純利潤が個々の従業員に分配される。この部分は，すでに支払われ
た賃金・給与に対して付加的性格をもつものであるが，次に見るように，この部分
は直ちに個人所得になるのではなく，大部分は「従業員貸付J(Arbeitnehmer-
darlehen) としてシュトル社に内部留保されるのである。こうして従業員は，経営
成果参加分をもって企業の資本形成に参加することになる。
2.資本参加
2 -1.経堂成果の個別分配
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参加資格は，シュトル社に 1年以上勤務していることだけである。勤続年数が1
年未満の場合，見習・実習等にコストがかかり，経営成果にプラスの貢献がなされ
ていないと理解される。
個々の従業員に対する分配方式は，点数制度によって行われる。①当該事業年度
に支払われた賃金または給与の額，②勤続年数，③欠勤日数，④家族構成，⑤著し
く卓越した貢献またはその逆，が評価され，各自の点数が決められる。
1点の金額は，経営構成員全員の点数の合計点で，分配の対象となる経営成果を
割ることで得られる。その金額を各自の点数に掛けると，各自の経営成果参加分が
出てくる。
点数制度の運用や経営成果参加の実施等については，企業内に設置された「経済
委員会J(Wirtschaftsausschus)が検討する。経済委員会は，経営執行部の代表2
名と従業員代表2名(労働者代表1名と職員代表1名)によって構成される。
2 -2.従業員持分口座
各従業員の経営成果参加分の一部はクリスマス前に現金の形で支払われる。残額
は，自動的に「従業員持分口座J(Be1egschaftsanteil・Konto)に振り込まれる。
この従業員持分口座に留保された資金については，最低年率6%以上の利子がつ
けられる。経営に必要な資本を構成するものとして位置づけられているのである。
この口座の解約は，原則として従業員が退職するまではできない仕組みになって
おり，しかも退職時に全額を引き出すことはできない。 10年間の年賦の形で個人に
戻される。もっとも従業員が経済的困窮にあるときは例外である。即時解雇された
場合は 4年間年賦で返済される。いずれにしても返済期間中の利子は年4%とな
っている。
ややデータが古いが， 1977年から1987年までの10年間を見ると，従業員持分口座
の総額は， 2 Mio. DMから 10Mio. DMへ増大している。 1987年のシュトル社の
資産総額は 60Mio. DMで，自己資本は 22Mio. DMであったから，従業員持分口
座に留保された資金がいかに大きいものであるかがわかる。
2-3.匿名組合参加
1966年から，シュトル杜の従業員は，匿名出資者 (stileGesellschafter)として，
企業の自己資本に参加することができるようになった。
1974年の時点では勤続年数5年以上の従業員が組合契約を結ぶことができた。そ
の後この条件は3年に改められた。匿名出資は， 1.000 DM単位で，一人 5，000
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DMまで出資できる。これも後に限度額が 10，000DMまで引き上げられる。匿名
組合としての出資総額は，企業の総資本の20%を超えてはならないことになってい
る。いったん匿名組合員になると，個人の経営成果参加分をもってさらに追加的に
出資することができる。
この匿名組合契約は，先ほどの従業員持分口座と同じく，シュトル社と雇用関係
にある聞は解約することはできない。退職した後の払い戻しは，従業員持分口座の
場合と同じである。
同社の匿名組合 (stileGesellschaft)の組合契約の前文には以下のようなことが
うたわれている。
「組合契約は，会社が財務的側面からその市場地位を確保しようとすることに奉
仕するものであるO 支配可能な総資本は，会社の独立性の維持と会社の健全な発展
を可能とするように装備されなければならない。独立性を維持するためには，資産
総額の半分は自己資本によって構成されなければならない。また，健全な発展のた
めには，利潤の配分に制限を加えることによってつねに自己金融度 (Selbstfinan-
zierungsgrad)を高めておかなければならない。」
ここでは，従業員は，単なる経営成果分配の受取者としてではなく，資本形成の
積極的な担い手として捉えられている。成果分配においては，企業への貢献度が点
数化される形になっているが，分配された経営成果の利用においては，企業の資本
形成を積極的に担う者になっている。それによって従業員は，少なくとも資本提供
者機能を遂行していることになる。
1986/87年で見ると， 735人の従業員中， 415人が組合契約を結んで，匿名社員と
してシュトル社に出資している。この期間の利回りは28%であった。また，匿名組
合による従業員の出資分は， 1966年から1987年の聞に， 142，000 DMから 4.4Mio. 
DMへ増大している。既述のように， 1987年のシュトル社の自己資本は 22Mio. 
DMであったから，匿名組合による出資額の大きさに驚かされる。
株式会社になる前の合資会社時代に，優秀な管理職員に対して，合資会社の有限
責任社員として資本参加できる道が聞かれていた。 1974年当時で 6人の管理職員
がこれに参加している。
3.経営成果参加と財産形成
経営成果参加部分は従業員持分口座に留保されるのが原則であるが，それが財産
形成 (Vermogensbildung)に利用される場合は，この口座から必要な金額を引き
出すことが例外的に認められている。
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住宅用土地の取得や住宅建設，改築などの場合，資本参加分を引き出して利用す
ることができるのである。労働者の財産形成という一般社会政策的課題にシュトル
杜としても積極的に応えようとしている。
1974年4月までに， 216人の従業員が資本参加分から総額1.135Mio. DMを引き
出して，土地取得や住宅建設などの財産形成に利用している。
V.パートナーシャフト経堂と企業文化
ゼドゥス・シュトル社のパートナーシャフト経営の形態を見ると，典型的な物的
従業員参加の類型を示しており，共同決定や労使協議制といった，いわゆる精神的
従業員参加はそれ自体としてはまったく含まれていない。シュトル杜の場合，パー
トナーシャフト経営の精神的基礎はどう形成されてきたのだろうか。
クリストフ・シュトルはかつてこう述べている。「物的利益は，パートナーシャ
フト的協働の原因ではなく，むしろその結果に他ならない」と。
シュトル社のパートナーシャフト経営を理解するうえで，クリストフのこの言葉
はきわめて重要であり，示唆に富んでいる。
1952年にクリストフが経営成果参加制度を導入したとき，すでにその精神的基礎
は形成されていたと理解される。この時点ですでに81年の歴史をもっ，このシュト
ル家の企業では，従業員との協働的関係が長い時間をかけて十分に築かれてきたと
考えられる。その上に立って，クリストフは，パートナーシャフト経営を構想した
と思われる。そのことが上掲のような言葉となって表明されたのであろう。
クリストフが物的な従業員参加を中心に置いたことには，さらに別に大きな理由
があったと思われる。「われわれは，資本形成に関心をもっ人々の範囲をもっと大
きくしたい。それと同時に，従業員の一人ひとりが企業で起こっている現象にもっ
と興味をもち，もっと自分の仕事と一体化し，こうして自分の仕事からもっと大き
な満足を引き出してほしい。」クリストフは，パートナーシャフト経営を導入した
最も基本的な動機をこのように語っている。
これは単なる協働以上のもっと高度な精神的基礎を求めるものである。このよう
な観点から見れば，経営成果参加や資本参加は，それ自体が目的ではなく，より高
度な精神的基礎を形成するための手段であったと考えられる。
純利益を企業者と従業員との間で折半するという考え方は，あまりにも単純すぎ
てその合理的根拠をめぐって批判を受けたようであるが，クリストフ自身は以下の
ような理由から分配基準は単純で、ょいと考えている。
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まず，純利i閏は，経営構成員の貢献にのみ帰属するものではない。景気の動向，
政府の租税政策や流通政策，革新的な発明・発見など経営外のいろいろな影響要因
によって左右される O
次に，純利潤の帰属先を決定することは技術的にきわめて困難だという問題があ
る。純利潤のどの部分が企業者の貢献であり，どの部分が従業員の貢献であるかを
見極めることはほとんど不可能で、ある。
このような理由から，クリストフは，二分化という最も単純な方法を選択した。
この方法については，他の企業でもよく利用されるところであり，シュトル社の従
業員からもとくに反対はなかった。
単純な方法の上に構築されたシュトル杜の従業員参加制度は，少なくともその物
的成果を見るかぎり，企業を成長に導くとともに，従業員には大きな物的利益をも
たらしてきた。では，クリストフがめざそうとした，より高度の精神的基礎の形成
に成功したであろうか。われわれの見るところ，それは十分に成功したのではない
かと思われる。
レチウス/ベイヤーの著『人聞が経済を創出するJI(Menschen mαchen iヰTirtschαβ)
には. I成功要因 (Erfolgsfaktor) としての経営的パートナーシャフトJというサ
ブタイトルがつけられている o 13の事例が取り上げられ，その中の 1章がシュトル
社に費やされている。レチウス/ベイヤーは，ゼドゥス・シュトル社の成功要因を
「健康とエコロジー的意識」をめざしたところに求めている。
ゼデイア・シュトル有限会社の企業原則を見てみよう。
「われわれの製品が望ましい生活環境の一部となるように製品を形成することが，
ゼドゥスの伝統的な企業原則である。このような意味において，ゼドゥスは，研
究・開発・製造に常に新しいアクセントを置くように努めてきた。…われわれの椅
子製品の質は，仕事をする人間の座り具合にとっての機能的有効性を追求するだけ
ではなく，座ることに関連するあらゆる影響要因を健全化することをめざしている 0
・・ゼドゥスが発展し得たのは，オフィスにおける健全な生活と労働を実現するとい
う，この基本的思考をあらゆる領域で一貫して追求してきたからに他ならない。」
このような理念は，今日ではさらに進化している。ゼドゥス・シュトル株式会社
の2003年度の『環境報告書』では，その企業原則を次のようにうたっている。
「企業の目的は，人間共同体にとって望ましい生活環境を形成し維持するところ
にある。われわれは，植物・動物・人間の自然的生活空間に対してネガチフな影響
が予測されるものすべてを回避する O 経済的に方向づけられた活動内部において行
われる生産は，エコロジー的側面が常に配慮されるように，意識的に形成されなけ
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ればならない。エコロジーと経済は，決して対立するものではなく，むしろ全体の
不可欠の部分を成しているのである。J
人聞が座って仕事をする椅子を製造・販売するという，ゼドゥス・シュトル社の
伝統的仕事に，こうして高い使命が与えられる。それがどの程度実現されたかは，
同社の実績が示している。企業原則は，企業目的となり，製品開発，生産政策，マ
ーケテイング戦略の基礎となり，従業員に対しては追求すべき目標を与える。単な
る協働を超えてより高い精神的基礎を形成し得たところに，ゼドゥス・シュトル杜
のパートナーナーシャフト経営の成功原因を見ることができるのではないだろう
か。
羽.結論
ゼドゥス・シュトル社は，今日従業員数1000人を超える大きな企業に成長したと
はいえ，シュトル・ヴイタ財団に所有された企業である。創業者から連綿と流れ形
成されてきた企業哲学が独自の企業文化を育み，それを基礎に事業展開が行われて
きた。とりわけクリストフ・シュトルのパイオニアー的気質とその経営哲学を抜き
にしては，ゼドゥス・シュトル社の発展についても，また，そこにおいて実践され
てきたパートナーシャフト経営の成功についても語ることはできないだろう。レチ
ウス/ベイヤーは，クリスフ・シュトルについて以下のような評価を与えている。
「先進的な企業管理・生産形成，従業員参加，より健全な生活形成，自然環境の
保全に対して，クリストフ・シュトルは，経営を超えてイニシアティブを発揮して
きたO それはまさに彼のライフワークだといえる。彼は，現代の“時代精神"がそ
れらの問題との対決を流行させる以前にすでに時のしるしを認識した最初の一人で
あった。クリストフ・シュトルにとって，個人的な思想と行動を企業者としての思
想・行動から分離することは到底考えられない。物事は多様な仕方で関連し合い相
互に作用しあっている存在であり，これを全体論的に考察することによってのみ，
企業者行動の経済的・エコロジー的次元を的確に考察できるのである。」
クリストフ・シュトルは， r物的利益は，パートナーシャフト的協働の原因では
なく，むしろその結果に也ならない」と述べている。このようにいえるのも，パー
トナーシャフト的協働の精神的基礎をより高い次元に飛躍させるという，企業者に
とって最も重要な課題に応えてきたからであろう。従業員が資本形成に参加するこ
とによって自らの企業に強い関心をもち，それを通して仕事と自己との同一化およ
び深い仕事満足をもつことができたとしたら，その根底にこのような高い価値を追
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求してやまない企業文化が形成されてきたからであろう。
「経済とエコロジーは，決して対立するものではなく，むしろ全体の，不可欠の
部分を成している。J(Okologie und Okonomie sind keine Gegensatze， sondern 
unveI討chtbareTeile eines Ganzen) このような企業哲学を形成することのできた
クリストフ/エンマ夫妻に改めて敬意を表するとともに，そのような企業哲学を共
有し得たゼドゥス・シュトル社の従業員に羨望の念を禁じ得ないのである。
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称である。それ以前は， rクリストフ・シュトル合資会社」であり，さらに1958年以前は
「アルベルト・シュトル合資会社」であった。本稿では，とくに歴史的な叙述をする場合
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